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（１）我が国周辺の水産資源

（我が国周辺の漁業資源評価）
　我が国周辺水域における平成24（2012）年度の資源評価結果をみると、評価の対象となっ
ている52魚種・84系群＊１のうち、資源水準＊２が高位にあるものが15系群（17.9％）、中位に
あるものが34系群（40.5％）、低位にあるものが35系群（41.7％）となっています。資源水準
の推移については、近年は低位の割合が減少し、中位の割合が増加する傾向にあり、全体と
しては、おおむね安定的に推移していると言えます。ただし、低位水準にとどまっている資
源や、資源水準が悪化している資源もみられます。

（２）水産資源の適切な管理

（我が国の漁業の実態を踏まえた水産資源管理）
　豊かな海に囲まれた我が国では、土器を使って魚を調理した痕跡として世界最古のものが
発見される＊３など、古くから水産物が食料として利用されており、各地の沿岸集落に住む人々
は様々な漁法を考案し、地先の海へ出漁していました。また、地先漁場における紛争を防止
し、その資源の持続的な利用を図るため、地元集落の住民によって漁場を共同で管理・利用
するという秩序が形成されてきました。
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＊１　平成24（2012）年度「我が国周辺水域の漁業資源評価」は、（独）水産総合研究センターが水産庁からの委託を受
けて実施。国際資源（カツオ・マグロ類、サケ・マス類等）、磯根資源（アワビ、サザエ、ウニ等）に属するものを
除く魚介類のうち主なものを対象として資源評価を行っている。

＊２　過去20年以上にわたる資源量や漁獲量の推移から「高位・中位・低位」の３段階で区分した水準。
＊３　総合地球環境学研究所、新潟県立歴史博物館、英国ヨーク大学、オランダフローニンゲン大学等の研究者のグル

ープが１万２千～１万５千年前の縄文時代の遺跡である鳥浜貝塚（福井県若狭町）と大正３遺跡（北海道帯広市）
から出土した土器片の付着物の成分を調べた結果、魚の油分が劣化したとみられる脂肪酸が検出され、当時の土器
で魚が煮炊きされていたことが判明（平成25（2013）年４月10日、英国の科学雑誌「ネイチャー」電子版に掲載）。

図Ⅲ－３－１　我が国周辺の資源水準の状況及び資源水準の推移

平成24年度
（2012）

資源評価対象魚種
52魚種
84系群

資料：水産庁・（独）水産総合研究センター「我が国周辺水域の漁業資源評価」等
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　我が国の漁業は、このような古来の沿岸漁場利用の秩序を原点として徐々に発展を遂げ、
近代に入ってからは、進歩した漁労・造船技術の恩恵を受け、漁場をより遠くの海へと拡大
してきました。このため、我が国の漁業には、沿岸域から沖合・遠洋にかけて多くの漁業者
が様々な魚種を多種多様な漁法で漁獲しているという特徴があります。こうした複雑な漁業
実態の中、我が国では魚種や漁業種類の特性に応じ、都道府県による漁業権免許、国、都道
府県による漁業許可、漁獲可能量（TAC＊１）制度等の公的規制と漁業者による自主的な資
源管理を組み合わせることで、多様な漁業者による漁場利用を調整し、水産資源を効果的に
管理しています。

（公的な資源管理制度）
　沿岸の定着性の高い資源を対象とした漁業等については、都道府県知事が漁業協同組合等
に漁業権を免許します。この免許に当たって、漁場の区域、対象魚種、漁法等が特定されま
す。また、漁業権を免許された漁業協同組合が知事の認可を受けて定める漁業権行使規則に
は、漁業を営む者の資格や漁具・漁法、操業期間の制限など当該地域の実情に即した資源管
理措置が規定されます。
　一方、主に移動範囲が広い魚種を対象とし、１隻当たりの漁獲量が多い沖合・遠洋漁業等
については、他の地域や漁業種類との調整の必要性や、資源に与える影響が大きいことから、
農林水産大臣又は都道府県知事の許可制度により、漁船の隻数や総トン数の制限（投入量規
制）、操業期間・区域や漁法の制限（技術的規制）等が行われています。また、漁獲量が多
く国民生活上重要である、資源状況が悪く緊急に管理を行う必要がある、我が国周辺水域で
外国漁船による操業が行われているなどの観点から指定されたマアジ、サバ類、スケトウダ
ラ等の７魚種については、「海洋生物資源の保存及び管理に関する法律＊２」に基づく産出量
規制として、年間の採捕量の上限を定める漁獲可能量（TAC）制度が導入されています。
TACは、魚種別に数量を定め、さらに一定のルールの下、漁業種類や都道府県ごとに配分
されます。その他、個々の漁船ごとに年間の漁獲量の上限を定める、いわゆる個別割当も、
漁船や水揚港の数が少なく、漁獲量の個別管理が可能な日本海べにずわいがに漁業等を対象
として実施されています。

＊１　TACとは、Total Allowable Catchの略。
＊２　平成８（1996）年法律第77号

図Ⅲ－３－２　漁業権漁業の概念図 図Ⅲ－３－３　知事許可漁業の概念図

知事許可漁業漁業権漁業
①小型まき網漁業、②機船船びき網漁業
③刺し網漁業、④さけ・ますはえ縄漁業　等

①中型まき網漁業
②小型機船底びき網漁業
③瀬戸内海機船船びき網漁業
④小型さけ・ます流し網漁業

知事が漁業調整規則を制定

知事が最高限度の枠内で許可

漁場計画（漁業権の内容たる漁業種類、漁場の位置及
び区域等）を定め公示

大臣による規則の許可
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①定置漁業権
（定置漁業の中で大型のもの（身網の設置水深が27m以上
（一部例外除く））を営む権利）
②区画漁業権
（一定の区画内において養殖業を営む権利）
③共同漁業権
（一定の水面を共同に利用して小規模漁業を営む権利）

漁場計画に基づいて免許

適格性、優先順位の審査
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図Ⅲ－３－４　大臣許可制度等の概念図

大臣が原則５年ごとに総トン数別、
操業区域別の許可隻数を公示

①沖合底びき網漁業
②以西底びき網漁業
③遠洋底びき網漁業
④大中型まき網漁業
⑤大型捕鯨業
⑥小型捕鯨業
⑦母船式捕鯨業
⑧遠洋かつお・まぐろ漁業
⑨近海かつお・まぐろ漁業
⑩中型さけ・ます流し網漁業
⑪北太平洋さんま漁業
⑫日本海べにずわいがに漁業
⑬いか釣り漁業

大臣が公示に基づき許可

大臣が毎年操業期間の開始前に許可

①ずわいがに漁業
②東シナ海等かじき等流し網漁業
③東シナ海はえ縄漁業
④大西洋等はえ縄等漁業
⑤太平洋底刺し網等漁業

操業期間の開始前に大臣に届出

①かじき等流し網漁業
②沿岸まぐろはえ縄漁業
③小型するめいか釣り漁業
④暫定措置水域沿岸漁業等

図Ⅲ－３－５　漁獲可能量（TAC）制度対象魚種

•サンマ
•スケトウダラ
•マアジ
•マイワシ
•マサバ及びゴマサバ
•スルメイカ
•ズワイガニ………………左記条件②、③に該当

①採捕量及び消費量が多く、我が国の国民生活上または漁業上重要な
海洋生物資源
②資源状態が悪く、緊急に漁獲可能量による保存及び管理を行うこと
が必要な海洋生物資源
③我が国周辺水域で外国漁船による漁獲が行われている海洋生物資源

以下のいずれかに該当するものであって、漁獲可能量
を決定するに足るだけの科学的知見の蓄積があるもの
を指定

７魚種を指定

左記条件①、③に該当

コラムコラム

　TAC制度による水産資源管理には、①魚種別に採捕数量を直C制度によC制度

接管理できる手法である、②漁獲可能量を毎年設定するため機

動的な管理が可能である、といった利点がありますが、その反

面、①相当な科学的知見が必要である、②採捕数量を把握・管

理するための監視体制が不可欠であり、多大な行政コストを要

するという問題点があります。また、仮に漁獲可能量の総枠だ

けを規制するという手法が採用された場合には、「オリンピック

方式」という言葉で表されるように、漁業者の間に「早い者勝

ち」の心理が働くことから、漁船や漁労機械への過剰投資を誘

発し、結果として漁業の経営悪化を招く恐れもあります。

　平成８（1996）年に導入した我が国におけるTAC制度は、こうした問題点を踏まえ、TACを一定

のルールに基づき漁業種類ごとに配分した後、配分されたTACを漁業者同士が協定を締結して管理す

るという方式を採用しています。この方式により、例えば、北部太平洋海域の大中型まき網漁業によ

るサバの操業については、①一日の漁獲量が一定量を超えた翌日は全船が休漁する、②盛漁期には各

我が国のTAC制度の特徴

まき網漁船の水揚げの様子
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（漁業者による自主的な資源管理の展開）
　以上のような公的な規制に加え、漁業者の間では、休漁、体長制限、操業期間・区域の制
限等の自主的な資源管理の取組が行われてきました。
　こうした漁業者による自主的な資源管理は、水産資源を利用する当事者である漁業者の合
意に基づき、資源管理措置が導入・実践されることから、決められたルールが遵守されやす
く、また、各地の漁業や資源の実態に応じた柔軟な措置が導入されやすいという特性があり
ます。こうした自主的な資源管理を支援するため、国は累次の事業により、関係漁業者の自
主的な合意のもとで実施される漁獲圧力の軽減等の取組を支援してきました。平成14（2002）
年度からは、関係する漁業者、都道府県、国が一体となって、早急に回復させる必要のある
資源を対象に、減船・休漁等の漁獲努力量の削減をはじめ、積極的な資源培養や漁場環境の
保全等の取組を総合的に推進する資源回復計画を実施してきました。

（計画的な資源管理の全国展開）
　平成23（2011）年度からは、国及び都道府県ごとに「資源管理指針」（水産資源に関する
今後の管理方針及びこれを踏まえた具体的管理方策を内容とする指針）を策定し、これに沿
って、漁業者団体が「資源管理計画」（公的規制に加え、休漁、漁獲量制限、網目の拡大等、
自主的に取り組む措置をまとめた計画）を作成・実施する新たな資源管理体制がスタートし
ました。
　この新たな体制は、公的規制やこれまでの支援事業の下で策定・実施されてきた各種計画、
各地で独自に取り組まれてきた様々な自主的資源管理措置を包括するものであり、沿岸から
沖合・遠洋まで、全国の漁業を対象としています。国では、この新たな体制の下、行政、研
究機関、漁業者が一体となった資源管理を全国的に推進していくこととしており、平成25
（2013）年３月末現在、全国で1,705件の資源管理計画が策定され、幅広い漁業種類において、
漁業実態に応じた各種の管理措置が実施されています。
　また、資源状況に応じた柔軟かつ機動的な資源管理が各地で実施されるよう、関係者が科
学的知見に基づいた有効な資源管理措置を検討し、取組内容の見直しを行う仕組みの構築を
推進しています。

漁船に漁獲量の個別割当を行うなどの方法により、資源の計画的な利用と一年間の安定的な操業を確

保しています。

　このように我が国のTAC制度には、資源状況や漁業、地域の実情に応じたきめ細かな管理を通じて

漁業者に安定的な操業機会を提供する仕組みとなっているという特徴があります。
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事　例事　例　　　　　　産卵資源量の増大と経営安定の両立を図るシャコの資源管理
　　　　　（愛知県　豊浜漁業協同組合）

　知多半島の南部に位置する豊浜漁協には、底びき網漁業知多半島の南知多半
＊１
の漁船が48隻所属

しており、伊勢湾の漁場で漁獲されるシャコ、サルエビ、マアナゴ、ガザミ等様々

な魚種を水揚げしています。同漁協の底びき網漁業の主力魚種であるシャコの水

揚げ量は、平成２（1990）年には518トンに上っていましたが、その後、夏季

に発生する貧酸素水塊をはじめとする様々な要因により減少し、平成11（1999）

年には73トンまで落ち込みました。このような状況を受け、平成

14（2002）年、伊勢湾で操業する小型底びき網漁業の全経営体

が参加して、休業日の設定等、資源回復に向けた取組が開始され

ました。また、平成20（2008）年からは、春季に産卵する親シ

ャコの資源量を維持するため、冬季（おおむね12月から２月）に

おける水揚制限が導入されています。この水揚制限では、まず、

愛知県水産試験場が、資源量の調査結果や水揚げ量及び市場価格

のデータに基づき、資源保護の効果と市場の需要を考慮しつつ最

適な月別漁獲量を試算し、「愛知県まめ板網漁業者組合」（豊浜漁

協も所属する伊勢湾の底びき網漁業者で組織する漁業者組合）に

提示します。同組合では、この試算結果を基に１日１隻当たりの水揚限度量を決定します。この取組は、

市場の需要に応えつつ、シャコの産卵資源量の増大を図るものであり、漁業収入の増大につながるこ

とから漁業者の理解を得て確実に実施されています。なお、（独）水産総合研究センターによる「平成

23年度我が国周辺水域の漁業資源評価」によると、シャコ（伊勢・三河湾系群）の資源に増加の傾向

が見られています。

　釧路市沖に設定されたホッキガイの漁業権を共有する釧路市漁協と釧路市東部漁協は、共有漁場に

個別漁獲割当（IQ）方式によるホッキガイの資源管理
（北海道　釧路市漁業協同組合、釧路市東部漁業協同組合）

愛知県 静
岡
県

長野県岐阜県

三重県 南知多町

図Ⅲ－３－６　資源管理指針・資源管理計画を中心とした資源管理体制

公　的　規　制
漁業関係法令、漁業調整規則、漁業権行使規則、

許可の制限条件、委員会指示

自主的資源管理
●地域ごとの資源管理型漁業の予算事業
●浜のルール、申し合わせ事項等　　　

資源回復計画
広域種（国）、地域種（都道府県）

指
針･

計
画
に
包
含

指
針･

計
画
に
包
含

資源管理計画
（漁業者作成）

資源管理・収入安定対策

指針に沿った
計画を作成、
実践

資源管理を
下支え

資源管理指針
（国・都道府県作成）

指針により、資源管理の方向性を体系化

＊１　網口開口板を用いる小型機船底びき網漁業。地方名称は「まめ板網漁業」。

まめ板網漁船の船上での漁獲物選別
作業
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おける操業方針や規則を両漁協の共同で定めています。両漁協では、ホッキガイ

の主な漁法である桁
けた

びき網
＊１
の操業を管理するため、昭和55（1980）年頃から

個別漁獲割当（IQ）方式を導入しています。両漁協のホッキガイ桁びき網漁業で

は、漁期（12月から３月）の直前に、全船が参加する資源調査が行われます。

これはホッキガイ漁場を48の区域に分け、各区域におけるホッキガイの生息密

度や殻長組成を調査するものです。このデータを北海道釧路地区水

産技術普及指導所が分析して推定資源量を算出し、ホッキガイ桁び

き網漁業合同会議に提示します。これを受け、同会議は、兼業して

いる漁業の漁獲状況等も考慮しつつ、推定資源量の3.5％から4.5％

までの範囲内で年間漁獲量の上限を決定します。そして、これを両

漁協の着業隻数で割った数量が各船に対し、年間漁獲量の上限とし

て割り当てられます。

　両漁協の桁びき網漁船（平成25（2013）年３月末現在11隻）に

よるホッキ貝の漁獲量は、平成14（2002）年以降、300トン前後

で安定的に推移しています。

北海道

森県森森森森森森森青森青 県青森県県青青森県
釧路市

コラムコラム

　水産エコラベルは、生態系や資源の持続性に配慮して漁水産 ラ水産

獲された水産物であることを表示するマークです。このマ

ークを商品に貼り付けることで、消費者は、水産物を購入

する際に、持続的な漁業に由来する商品を選択して購入す

ることが可能となります。

　我が国の漁業が認証を受けている水産エコラベルには、

国内の水産関係団体による「マリン・エコラベル・ジャパ

ン」（MELジャパン）とイギリスに本部を置く海洋管理協

議会（MSC）による「海のエコラベル」（MSC認証）があります。

　MELジャパンについては、平成24（2012）年５月に大手小売チ

ェーン２社の店頭（約370店舗）で本格的な販売が始まり、平成25

（2013）年からは、複数の生協が商品の取扱いを拡充しました。また、

MSC認証については、平成25（2013）年５月に北海道漁業協同組

合連合会によるホタテガイ漁業が認証を取得しています。このよう

に水産エコラベルが貼り付けられた商品が流通・販売される機会が

徐々に増えてきましたが、今後の更なる普及のためには、消費者の

認知度の一層の向上を図る必要があると考えられます。

　MELジャパンの事務局は、平成24（2012）年10月に青森県消費者団体協会が主催した「環境にや

さしい漁業ツアー」に参加・協力しました。このツアーでは、青森県内の消費者が同県内でMELジャ

パンを取得している十
じゅう

三
さん

漁協（シジミ）、三
みん

厩
まや

村
むら

漁協（アブラツノザメ）や水産加工業者を訪れ、生

消費者に水産エコラベル商品を届けるために

持続的漁業の重要性を消費者に分
かりやすく説明する「環境にやさ
しい漁業ツアー」（青森県十

じゅう

三
さん

漁
協にて撮影）

資源調査の一環として、ホッキガ
イの殻長を測定

＊１　桁
けた

（貝を掘り起こすための金属製の道具）を付けた網を曳いて操業する小型機船底びき網。
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（指定漁業の許可等の一斉更新）
　１隻当たりの漁獲量が大きく、漁業調整や政府間の取決め、漁場の位置等の関係上、漁業
に関する制限措置を国として統一的に講ずることが適当な漁業は、漁業法＊１上の「指定漁業」
とされており、同法に基づき、農林水産大臣が船舶ごとに許可等を行っています。指定漁業
の許可の有効期間は多くの漁業で５年間とされており、５年ごとに一斉に更新されます。
　平成24（2012）年８月、指定漁業のうち、沖合底びき網漁業をはじめ９種＊２の漁業種類、
1,617隻（前回更新時は2,067隻＊３）の許可等の一斉更新が行われました。また、これに併せて、
衛星船位測定送信機（VMS）の設置及び常時作動の義務付け等、操業条件の規制の見直し
が行われました。

（種苗放流による資源造成の推進）
　魚介類の種苗を生産・放流し、その育成管理を行うことにより水産資源を積極的に増大さ
せる「栽培漁業」は、水産資源の回復と沿岸漁業者の経営安定に貢献しています。
　現在、都道府県において種苗放流の対象となっている魚種は、地先種＊４のホタテガイ、ウ

表Ⅲ－３－１　今回の一斉更新における規制の見直しのポイント

我が国周辺水域における沖合漁業と沿岸漁業の漁業調整の円滑化のため、
必要な漁船に衛星船位測定送信機（VMS）の設置等を義務付け
①ロシア水域における漁獲量等の適正な管理のため、操業日誌の記載等
を義務化
②西部及び中部太平洋における高度回遊性魚類資源の保存及び管理に関
する条約に基づき、中西部太平洋におけるオブザーバー乗船を義務化

遠洋底びき網漁業については、国際的な資源管理の進展等に伴い、許可
の有効期間を従来の１年から５年に変更

近年の漁船の転覆・沈没事故の多発を受け、漁船の復原性の向上を推進
するため、漁獲能力の増加に直接つながらないことを条件に、船舶の総
トン数規制を緩和

兼業機会の拡大や代船取得の促進を図るため、我が国周辺水域で操業可
能ないか釣り漁業の船舶の総トン数の上限を185トン未満から200トン
未満に緩和

（１）衛星船位測定送信機（VMS）の導入

（２）国際的取り決めの遵守のための措置

（３）漁船の安全性の確保

（４）許可の有効期間の変更

（５）兼業機会の拡大等のための規制の緩和

＊１　昭和24（1949）年法律第267号
＊２　今回の指定漁業の許認可の一斉更新の対象となった漁業は、沖合底びき網漁業、以西底びき網漁業、遠洋底びき

網漁業、大中型まき網漁業、遠洋かつお・まぐろ漁業、近海かつお・まぐろ漁業、北太平洋さんま漁業、日本海べ
にずわいがに漁業、いか釣り漁業の９種類。

＊３　遠洋底びき網漁業の平成23（2011）年の隻数とそれ以外の漁業種類の平成19（2007）年一斉更新時（平成19（2007）
年８月１日）の隻数を合計したもの。

＊４　「地先種」とは、貝類等の定着性の水産動物をいう。

産者と直接の意見交換を行うことで、水産資源管理の重要性や、その具体的取組についての理解を深

めました。このような活動を通じ、資源管理に取り組む漁業者を応援する消費者が更に増えていくこ

とが期待されます。



第
１
部

第３節　我が国の水産資源と漁場環境をめぐる動き

第
Ⅲ
章

ニ類、アワビ類、広域種＊１のクルマエビ、ヒラメ、マダイ、溯河性魚類＊２のシロザケをはじ
め、約80種に上ります。
　栽培漁業により対象魚介類の資源増大を図るためには、一定量の種苗を生産・放流する必
要があり、そのためには相当のコストを要することから、関係都道府県の連携を促進するな
ど事業の効率化を図ることが重要な課題となっています。そこで、新しい栽培漁業の推進体
制として、平成23年（2011）年度に全国６海域において「海域栽培漁業推進協議会」が設立
されました。この協議会には、関係都道府県、栽培漁業を推進する法人（栽培漁業協会等）
及び漁業関係団体等が参加しており、広域種についての資源造成型栽培漁業＊３や、関係都道
府県が連携した種苗の生産・放流体制の構築等が進められています。

図Ⅲ－３－７　海域栽培漁業推進協議会の主な取組対象種

マツカワ
ヒラメ

トラフグ
トラフグ

トラフグ

サワラ

ヒラメ

ヒラメ

ヒラメ
太平洋北

太平洋南

瀬戸内海

九　州

日本海北

日本海中西

表Ⅲ－３－２　主な栽培漁業対象種の種苗放流尾数の推移
（単位：万尾・万個）

資料：水産庁、（独）水産総合研究センター、（公社）全国豊かな海づくり推進協会「栽培漁業種苗生産、入手・放流実績」
　注：東日本大震災の影響により放流尾数が不詳のため、サケの平成22（2010）年度は本州太平洋側県分を含んでいない。

10年度
（1998）

平成5年度
（1993）

昭和63年度
（1988）

15年度
（2003）

20年度
（2008）

21年度
（2009）

22年度
（2010）

  ア ワ ビ 類 2,058 2,391 2,805 2,681 2,414 2,470 2,318

 地先種 ウ　ニ　類 2,005 7,152 8,141 7,958 6,781 6,618 7,066

  ホタテガイ 302,797 312,377 275,529 304,286 326,668 326,369 318,334

  マ　ダ　イ 1,737 2,061 2,285 1,976 1,402 1,407 1,424

 広域種 ヒ　ラ　メ 887 1,947 2,628 2,544 2364 2,191 1,994

  クルマエビ 32,396 30,424 22,513 15,326 10,519 10,727 10,634

   205,000 205,300 186,800 181,700 180,900 185,200 119,900サ　　　ケ

＊１　「広域種」とは、都道府県の区域を越えて回遊する水産動物をいう。
＊２　「溯河性魚類」とは、海または湖沼から河川に溯上し、その河川において産卵生育等をする性質を有する魚類をい

う。
＊３　「資源造成型栽培漁業」とは、種苗放流と併せ、親魚を獲り残す漁獲管理を行うことで、再生産を確保して資源を

造成する栽培漁業をいう。
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（内水面における水産資源の増殖と漁場の管理）
　河川や湖沼等の内水面は、多様な淡水魚介類を対象とした漁業生産の場であるだけでなく、
遊漁をはじめとするレクリエーションを通じて国民が憩い、自然とふれあう場としても重要
です。内水面は海面と比べて面積が小さく有用魚種の資源量も少ないこと等から、内水面に
おいて漁業権（第５種共同漁業権）の免許を受けた内水面漁業協同組合等には、漁業法に基
づく水産動植物の増殖義務が課せられています。内水面漁業協同組合等は、釣り人から納付
される遊漁料や組合員から納付される漁業権行使料等を用いて、漁業権対象魚種の放流や漁
場の管理を行い、内水面の水産資源の維持増大と遊漁を含めた利用の両立を図っています。
＊１　陸上の施設内で全長40㎜程のサイズに育てたサワラの種苗を海上に設置した生

いけ

簀
す

に収容し、放流後の生残率向上
が期待される全長70㎜程度の大きさに育てる作業。

事　例事　例

瀬戸内海のサ瀬戸内海

瀬戸内海の漁業における最も重要な魚種の一つとなっていま

す。瀬戸内海のサワラの漁獲量は、過去に漁具や漁法の発達に

伴う過剰な漁獲が行われたことから、昭和60（1985）年頃から

急減し、平成10（1998）年には198トンにまで落ち込みました。

　このような状況を受け、平成14（2002）年に「サワラ瀬戸

内海系群資源回復計画」が策定され、国や関係府県の行政と漁

業者、研究機関等が連携して、漁業の制限（網目の制限や休漁

期の設定等）や種苗放流等の措置が講じられており、瀬戸内海

におけるサワラの漁獲量は、平成15（2003）年以降、毎年1,000トンを上回る水準で推移しています。

　この資源回復計画は平成23（2011）年に終期を迎えることとなりましたが、漁業の制限については、

平成23（2011）年度から始まった新しい資源管理体制（資源管理指針・資源管理計画）の下で、引

き続き関係府県の間で連携をとりつつ実施されています。また、サワラの種苗放流については、その

継続を求める漁業関係者の強い要望もあり、平成24（2012）年以降のサワラ種苗の生産・放流の実

施体制について検討が進められました。その結果、平成23（2011）年２月に、瀬戸内海をとりまく

11府県の行政、漁業協同組合連合会等、栽培漁業関係法人が参加して発足した「瀬戸内海海域栽培漁

業推進協議会」の下で、関係機関が連携してサワラの種苗生産・放流を継続することとなりました。

　この取組の初年度となった平成24（2012）年度には、（独）水産総合研究センター瀬戸内海区水産

研究所の指導の下、同研究所の屋島庁舎を活用するとともに、大阪府水産技術センターにおいて種苗

を生産し、その中間育成
＊１
を大阪府、兵庫県、岡山県、香川県、愛媛県、大分県の試験研究機関及び

栽培漁業関係法人が担当しました。その結果、全長約70㎜のサイズに育成したサワラの種苗約10万尾

を放流することができました。

サワラは魚食性が強く、ふ化直後の餌としてマダイやクロダイ等の仔
し

魚
ぎょ

の給餌が不可欠であるなど、

種苗生産のためには特別の技術や作業が必要となりますが、広域を回遊する魚の種苗を複数の府県が

連携して生産・放流する全国初のケースとなったこの取組を通じ、瀬戸内海のサワラ資源の一層の回

復が進むことが期待されます。

　　　　　瀬戸内海を取り巻く11府県が共同で取り組む
　　　　　　サワラの種苗生産・放流（瀬戸内海海域栽培漁業推進協議会）

各県から派遣された技術研修員による
サワラの飼育（（独）水産総合研究セン
ター瀬戸内海区水産研究所屋島庁舎）
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（３）資源管理の実効を支える漁業取締り

（我が国の沿岸・沖合における漁業関係法令違反等の取締り）
　アワビ類、ナマコ類等のいわゆる磯根資源＊１は、漁業協
同組合に免許される共同漁業権の対象となっており、漁業
者が自ら禁漁期や禁漁区の設定、種苗放流による増殖等、
資源の保全・管理を行っています。しかしながら、これら
の資源は高価なものが多い上、簡易潜水器（スキューバ）
等の比較的簡単な装備での採捕が可能なため、レジャー客
等のほか、犯罪組織が資金源として密漁を行う事件も多発
しています。また、資源管理や漁業調整のために定められ
た操業期間・区域や、禁止漁具の規制に対する漁業者の違反事件は、水産資源管理の実効性
や漁業秩序を自ら毀

き

損
そん

するものであり、その発生を厳格に防止、抑制する必要があります。
　このような行為を取り締まるため、海上保安官、警察官のほか、水産庁の漁業監督官や都
道府県の漁業監督吏員が連携して活動しています＊２。水産庁が各都道府県の水産担当部局に
依頼してとりまとめた調査結果＊３によると、平成23（2011）年における全国の海上保安部、
警察署及び都道府県庁における漁業関係法令違反の検挙件数は、1,567件（うち海面1,464件、
内水面103件）となっています。
　また、各地の漁業協同組合等の漁業者グループにおいても、自ら漁場の監視に当たるなど、
密漁防止のための活動を行っています。

（４）水産資源を育む水圏環境

　沿岸域の水産資源の生育環境は、海域のみならず、陸域、河川域の開発や利用状況によっ
て大きな影響を受けています。我が国沿岸域の水産資源の保全を図るためには、水産資源を
育む水圏環境の維持・改善のための取組が重要です。

（水産資源を育む藻場・干潟の面積が減少）
　水産動物に産卵や稚魚の成育の場を提供するとともに、水中の栄養塩類や二酸化炭素を吸
収し酸素を供給するなど海水の浄化に大きな役割を果たす藻場の面積は、沿岸域の開発や「磯
焼け＊４」によって大きく減少しました＊５。また、干潟は、様々な生物の成育の場を提供する
とともに、海域の水質浄化や陸域から流入する栄養塩濃度の急激な変動を抑える緩衝地帯と

＊１　浅海の岩礁域や転石域等で採捕される魚類以外の水産資源。アワビ、サザエ等の貝類、ウニ類、ナマコ類、イセ
エビ、海藻類等。

＊２　水産庁瀬戸内海漁業調整事務所漁業取締グループは、潜水器具や高速漁船を利用した密漁に対し、密漁者のみな
らず、長年密漁者を手助けしていた仲買人も検挙するなど、漁業秩序維持に貢献したことが認められ、第25回（平
成24（2012）年）人事院総裁賞「職域部門」を受賞。

＊３　都道府県調べ
＊４　浅海の岩礁・転石域において、海藻の群落（藻場）が季節的消長や減少の経年変化を越えて著しく衰退または消

失して貧植生状態となる現象。
＊５　昭和53（1978）年に20.8万ヘクタールあった我が国の藻場の面積は、平成19（2007）年には12.5万ヘクタール（推

計値）に減少（環境省「自然環境保全基礎調査」（昭和53（1978）年）、「水産庁調べ」（平成19（2007）年））。

北海道積丹町での密漁防止合同模擬訓練
の様子
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して重要な役割を果たしていますが、干潟についても埋立て等により面積が減少＊１し、また、
現存する干潟においても、環境の変化等による生産力の低下が続いており、各地でアサリ等、
干潟に生息する二枚貝の生産量が減少しています。
このため、国では磯焼けや干潟の消失への対応策をまとめた「磯焼け対策ガイドライン」、

「干潟生産力改善のためのガイドライン」を作成し、その普及を図っています。また、平成
21（2009）年度より「環境・生態系保全対策」を実施し、漁業者や地域住民等が行う藻場・
干潟等の保全活動を支援しています。こうした中、各地では、漁業関係者に加え、研究機関
や地域住民等が連携して、藻場・干潟の再生に向けた活動に取り組む事例がみられます。

（内湾域における漁場環境の問題）
我が国の内湾域は、水産資源の産卵場、生育場として水産資源の増殖を支えるとともに、
様々な漁業が盛んに行われる場ともなっています。東京湾、瀬戸内海等の内湾では、工業廃
水や生活排水による栄養塩類の過剰な流入による富栄養化が進行しましたが、水質汚濁防止
法＊３による排出基準の強化等により各地で水質が改善しました。しかしながら、近年、瀬戸
内海や有明海をはじめ我が国の多くの内湾域では、夏季に発生する貧酸素水塊による魚介類
の斃
へい

死
し

や、冬季に珪藻プランクトンが増殖して栄養塩を大量に取り込むこと等により、漁場
の栄養塩が欠乏して生じる養殖ノリの「色落ち」等が問題となっています。このような被害
を抑制する上で、干潟をはじめ浅海の砂泥域等が果たしている水質浄化及び物質循環の役割
が見直されています。

事　例事　例

山 県萩市の山 県萩

よって衰退した藻場を回復するため、平成21（2009）年度より、漁場への母藻

投入等の取組を市内各地で実施しています。同協議会では、このような活動内容

や藻場の重要性を地域住民や子供達に理解してもらおうと、平成24（2012）年

11月に萩市立越ヶ浜小学校と共同でアラメの藻場造成作業を行いました。

　この取組では、まず漁業者が小学校を訪れ、６年生の児童約20人

に対し、越ヶ浜の藻場の状況や藻場の保全活動の様子について授業

を行いました。また、山口県水産研究センターの職員も藻場を食害

するウニの生態等の話をしました。その上で後日、児童達は漁業者

の指導を受けながら「オープンスポアーバック
＊２
」へのアラメ母藻

の植え付けを行うとともに、その投入作業を見学しました。

　このような海づくりの実体験を通じ、魚を育む藻場の機能や漁業

の重要性について子供達の理解が深まっています。

漁業者と小学校が共同で取り組む藻場の保全活動
（萩市藻場保全対策協議会）

漁業者からアラメの植え付け方を
教わる小学生達

山口県

福岡県
大分県

島島
根
県

島島 広
島
県

萩市

＊１　昭和20（1945）年に8.3万ヘクタールあった我が国の干潟の面積は、平成19（2007）年には4.8万ヘクタール（推計値）
に減少（環境省「自然環境保全基礎調査」（昭和20（1945）年）、水産庁調べ（平成19（2007）年））。

＊２　海底に海藻の胞子をまくためのトウモロコシ由来の繊維でできた袋。切れ目に海藻の母藻（胞子を持った海藻）
を挿入し、石等で海底に固定する。布は時間が経つと海水に溶けるため、ゴミにならない。

＊３　昭和45（1970）年法律第138号
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（赤潮の防除対策）
養殖業に被害をもたらす赤潮は、窒素、リン等の栄養塩類、水温、塩分、日照や競合する

プランクトンの有無等の要因が複雑に絡み合って発生するといわれています。
平成24（2012）年には、６月下旬から７月中旬にかけて宇和海を含む豊後水道等において

有害赤潮プランクトンのカレニア・ミキモトイによる赤潮が発生し、ブリ、トラフグ等の養
殖魚に甚大な被害をもたらしました。これを受けて国では、当該赤潮の初期発生海域の特定
や早期の発生予測による漁業被害の軽減を図るため、平成25（2013）年１月に豊後水道にお
けるカレニア・ミキモトイの生態調査を実施しました。

＊１　我が国におけるアサリの漁獲量のピークは昭和58（1983）年の16万400トン。
＊２　水深５ｍ以下で底質が砂泥質の海域。
＊３　アサリ資源の保護培養を図るため、愛知県漁業調整規則により、①六条潟におけるアサリの採捕、②県下全域に

おける殻長2.5㎝以下のアサリの採捕が禁止されている。これらの禁止措置は、試験研究や増養殖用の種苗の供給等
のため、知事の許可を受けた者がアサリを採捕する場合には、適用されない。

事　例事　例

我が国におけ我が国

和61（1986）年にかけて常に10万トンを上回っており
＊１
干潟や

浅場
＊２
で操業する各地の沿岸漁業者の生活を支えてきました。し

かし、アサリの生産量は昭和60（1985）年頃から生息環境の悪

化等により各地で減少し、全国の生産量は平成12（2000）年以降、

３万トン台あるいはそれ以下で推移しています。

　このような状況の中で三河湾のアサリ漁業は、近年好調を維持

しており、平成23（2011）年には、全国のアサリ生産量約

２万９千トンの６割（約１万７千トン）が三河湾を主漁場とする

愛知県で漁獲されています。三河湾のアサリ資源が維持されてい

る要因として、①大規模な干潟・浅場の造成と、②アサリ稚貝の移植を中心とする資源管理の実践が

挙げられます。

　三河湾では、我が国の多くの内湾域と同様、臨海用地整備等のための大規模な埋め立てが行われ、

湾東奥部では、1970年代の10年間に三河湾の面積の約２％にあたる1,200haの干潟・浅場が消失し

ました。三河湾の赤潮や貧酸素水塊の発生は1970年代から顕在化し、アサリの漁獲量も大きく減少し

ました。このような状況を危惧した愛知県漁業協同組合連合会は、湾内の干潟・浅場の再生を関係機

関に強く要請し、その結果、平成10（1998）年から平成16（2004）年にかけて国及び県により干潟・

浅場の修復事業が実施されました。この事業では、三河湾口部の航路浚渫工事によって発生した海砂

を活用し、湾内の39カ所、合計620haの干潟・浅場を造成しました。造成された干潟・浅場では、そ

の後の調査でアサリ稚貝の発生が確認される等「海のゆりかご」としての機能回復が認められていま

す。また、三河湾奥に残された天然の干潟である「六条潟」において、毎年、大量に発生するアサリ

稚貝を、県の許可
＊３
を受けた漁業者が採捕し、湾内各地のアサリ漁場に移植放流するといった取組が

継続的に行われていることも、三河湾のアサリ資源の維持に貢献するものとなっています。

干潟・浅場によって育まれる三河湾のアサリ

六条潟におけるアサリ稚貝（放流用
種苗）の採捕
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　そのほかにも国では、都道府県や関係研究機関と連携し
て、赤潮の発生メカニズムの解明、防除技術の開発及び赤
潮情報等ネットワークシステムの高度化等に取り組むとと
もに、赤潮被害を回避するための避難漁場の整備等を実施
しています。

（水産環境整備マスタープラン）
　水産資源を保全し、その持続的な利用を図るためには、水産生物の生活史に対応した広域
的な海域において、生態系全体の生産力を底上げしていくことが重要です。このため、水産
庁は、水産生物の動態及び生活史に対応した良好な生育環境を創出するために行う漁場環境
整備の基本方針である「水産環境整備マスタープラン」の策定を推進しています。同マスタ
ープランは、平成25（2013）年３月末現在で合計４件＊１が策定されています。

（５）野生生物や有害生物による漁業被害

（海面における漁業被害への対応）
　近年、我が国周辺海域における漁業・養殖業の操業に関して、トド、アザラシ、ナルトビ
エイ、ザラボヤ、大型クラゲ等による漁獲物の食害や作業の遅延、漁具の破損等の被害が発
生しています。なお、北海道が道内の漁業協同組合からの聞き取り結果をとりまとめたとこ
ろ、平成23（2011）年度に道内で発生したトド及びアザラシによる漁業被害の被害額は、ト
ドによるものが約15億円、アザラシによるものが約３億円とされています。
　このような漁業被害は、漁業者の自助努力による対策には限界があり、また、広域的な発

＊１　播磨灘地区のほか、青森県西部海域、大阪湾及び宗谷海峡における水産環境整備マスタープランが策定されている。

表Ⅲ－３－３　大阪湾水産環境整備マスタープランの概要

事業主体

目　　標

大阪府・兵庫県
キジハタ等の生活史に対応した良
好な漁場の整備を実施し、大阪湾
全体の資源量の増加を目指す。

対 象 種

整備方針

キジハタ、オニオコゼ、メバル、カサゴ、カレイ類等

キジハタ

位置図

高級魚で重要種であるキジハタの稚魚～成魚の資源量や生息適
地が極端に少ない。→稚魚の着底と成長を促進する増殖場を既
存増殖場に隣接して整備、及び未成魚～成魚の大型魚礁の設置。

－キジハタの成長段階に対応した整備内容－
〈稚魚期～幼魚期の生育場：育成場の整備〉

水深10ｍ以浅での保護育成礁（餌料培養礁）の設置や藻類着
生基質・投石による藻場の整備（増殖場造成）

〈未成魚期～成魚期：大型魚礁・増殖場の整備〉
水深40ｍ以浅での大型魚礁の設置や増殖場の造成

〈産卵期：産卵場の保全〉
関西空港島周辺における採捕禁止区域の継続

位置
兵庫県

大
阪
府奈
良
県和

歌
山
県

八代海に設置された自動昇降式水質観測
ブイ。水温、塩分、クロロフィル濃度等
を継続的に観測し、赤潮の発生を監視。
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生もみられることから、国や関係都道府県では、漁業被害
をもたらす生物の生態把握、漁業関係者に対する出現状
況・出現予測情報の提供、これらの生物による操業の妨害
や漁具破損を防止するための改良漁具等の導入促進及びこ
れら生物の駆除や効果的な追い払い手法の実証試験への支
援等、被害防止のための対策を総合的に実施しています。

（内水面における生態系や漁業の被害への対応）
　我が国の内水面（河川や湖沼）では、各地で無秩序な放
流が行われたことにより、オオクチバス、ブルーギル等の
外来魚の生息域が拡大し、在来種に食害をもたらすなど、
漁業や生態系への悪影響が生じています。
　外来生物法＊１に基づき特定外来生物に指定されているオ
オクチバスをはじめとする生物（魚類13種、水生の無脊椎
動物４属４種）は、その飼養、運搬、輸入等が規制されて
います。また、地方自治体や漁業協同組合では、釣りや刺
し網等による外来魚の捕獲・駆除等を行っています。
　カワウについては、過去の禁猟措置や有害物質の規制に
よる水質の改善、コロニーの保護等により分布域が拡大するとともに個体数が増加していま
す。飛来数が増大したカワウによるアユ、ウグイ等の食害が問題となっていることから、鳥
獣被害防止特別措置法＊２に基づき、市町村が追い払いや駆除等の対策を講じています。

表Ⅲ－３－４　漁業被害の発生地域と被害内容

野生生物・有害生物名

大型クラゲ 日本海側、三陸沿岸等

ナルトビエイ 有明海、瀬戸内海
トド 北海道、青森県

アザラシ 北海道

アサリやタイラギ等の二枚貝に対する食害や刺し網等の漁網の破損等の被害。
刺し網や定置網等の魚網の破損及び漁獲物の食害等の被害。

刺し網や定置網等の魚網の破損及び漁獲物の食害等の被害。

ザラボヤ 北海道、青森県

発生地域 被　　害　　内　　容

平成14（2002）年以降、大量に出現することが多く、底びき網や定置網等の漁網の破
損や漁獲物の劣化、作業時間の増大等の被害。なお、平成22（2010）年度以降は大量
出現は見られていない。

養殖施設に大量に付着。餌料（植物プランクトン）を大量に摂食することによるホタ
テガイの成長阻害、養殖施設の重量増加等による作業時間の増大等の被害。

刺し網によって金原ダム湖（長野県）の
オオクチバスを駆除する様子

＊１　特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（平成16（2004）年法律第78号）
＊２　鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律（平成19（2007）年法律第134号）

トドによる刺し網漁業の被害状況
（刺し網にかかったニシンの体をトドが
食害。写真は網に残されていた頭を回収
したもの）


